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プレスリリース 

2020 年 11 月 2 日 

報道関係各位 

 

  

日本システム開発株式会社 

（認定情報処理支援機関） 

日本システム開発と愛知働き方改革推進センター 

ナゴヤイノベーターズガレージ（名古屋 栄）で無料相談会を実施 

日本システム開発株式会社（本社所在地：愛知県名古屋市中村区名駅 代表取締役社長：伊藤健文 以

下 NSK）は愛知働き方改革推進センター（所在地：愛知県名古屋市千種区）と共同で無料の相談会「IT

×働き方 相談会」を名古屋の中心地からアクセスのよいナゴヤイノベーターズガレージ（所在地：愛

知県名古屋市中区栄）で週 1 回開催いたします。 

NSK の働き方改革や DX提案を普段から行っているコンサルタントと愛知働き方改革推進センターの

社会保険労務士が相談を担当します。 

コロナ禍での働き方改革を進める際に人事労務面だけではなく、IT で実際の効果を産み出すきっかけ

となる会です。気軽にご予約・ご相談ください。 

記 

「IT×働き方 相談会」 概要 

名称：IT×働き方 相談会 

料金：無料 

開催曜日・時間：毎週火曜日 10 時～11 時、11 時～12 時（相談は、原則一時間） 

 ※事前予約制、空きがある場合は当日受付可能 

開催期間：2020 年 11 月 10 日（火）～12 月 22 日（火） 

申込方法：インターネット上申込フォーム、ナゴヤイノベーターズガレージカウンター 

URL：https://www.nskint.co.jp/company/sme/work_style_reform/ 

     ( 2020 年 11 月 4 日（水）オープン予定 ) 

申込フォーム QR コード：  

 

https://www.nskint.co.jp/company/sme/work_style_reform/
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場所：ナゴヤイノベーターズガレージ 

住所：〒460-0008 

 愛知県名古屋市中区栄 3-18-1 ナディアパーク 4F 

  

相談可能領域：デジタルトランスフォーメーション（DX）、EC、テレワーク、RPA、AI、IoT、 

働き方改革、経営相談、人事相談、労務問題、補助金・助成金（厚生労働省系、 

経産省 IT 系、自治体系）、IT 導入補助金、IT マーケティング、内部統制、 

IT 投資施策 

対象者：働き方改革、または、IT での経営改革に取り組む企業経営者、担当者 

担当コンサルタント：吉森大介（経営×IT） 

MBA、IT 技術者、IT 導入補助金コンサルタント、 

RPA セミナー講師、事業開発 

担当コンサルタント：愛知働き改革推進センターから派遣の社会保険労務士（日替わり） 

 

協力： 

 

『働き方改革推進支援センター』は、就業規則の作成方法、賃金規定の見直し、労働関

係助成金など『働き方改革』に関連するさまざまなご相談に総合的に対応し支援するこ

とを目的として、厚生労働省が全国４７都道府県に設置しています。 

「愛知働き方改革推進支援センター」とは、政府が推進する「働き方改革」を展開する



3 

 

ため、愛知県下の中小企業・小規模事業者の取り組みをサポートする組織です。 

所在地：〒464-0855 愛知県名古屋市千種区千種通７−２５−１ 

サンライズ千種３階（タスクール内） 

会社名：日本システム開発株式会社 

代表者：代表取締役 伊藤健文 

設立： 1985 年 8 月 

資本金等の額： 1 億円 

売上： 41.0 億円（2019 年 12 月） 

従業員数： 440 名（2020 年 4 月 1 日） 

所在地： 愛知県名古屋市中村区名駅 4 丁

目 2 番 28 号 名古屋第二埼玉ビル７F 

TEL：052-551-1861(代) 

FAX：052-551-1862 

URL：https://www.nskint.co.jp 

サービス問い合わせ先 

IT×働き方 相談会宛 

電話：052-551-1861 

FAX：052-551-1862 

メール：sme@nskint.co.jp 

本プレスリリースのお問い合わせ先 

広報担当 または 名古屋営業宛 

電話：052-551-1861 

メール：sme@nskint.co.jp 

■事業内容 

・中小企業支援 

・業務改善パッケージ販売 ・RPA 製造販売 

・業務システム 組込みソフト開発 ハードウェア開発 

・AI ソリューション EC ソリューション 

・品質向上サービス 教育サービス 労働者派遣 

■認定 

スマート SME サポーター 

2020 年 IT 導入補助金 ＩＴ導入支援事業者 

以上 


